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○ 国民健康保険法（抄）

（国民健康保健事業の運営に関する協議会）
第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務に係るもの

であって、…（略）…国民健康保健事業費納付金の徴収、…（略）…都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限
る。）を審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。

二 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るものであって、
…（略）…保険給付、…（略）…保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事
業の運営に関する協議会を置く。

三 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保健事業の運営に関する事項（…（略）…）を審議することができ
る。

四 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事項は、政令で定める。

○ 国民健康保険法施行令

(国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織)
第三条 法第十一条第一項に定める協議会(第五項において「都道府県協議会」という。)は、被保険者を代表する委員、保険医又は保

険薬剤師を代表する委員、公益を代表する委員及び被用者保険等保険者(高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法
律第八十号。以下「高齢者医療確保法」という。)第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下この条において同
じ。)を代表する委員をもつて組織する。

二 前項の委員のうち、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員の数は各同数と
し、被用者保険等保険者を代表する委員の数は、被保険者を代表する委員の数の二分の一以上当該数以内の数とする。

  三 法第十一条第二項に定める協議会(以下この条において「市町村協議会」という。)は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険
薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。

  四 市町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等保険者を代表する委員を加えて組織することができる。
  五 都道府県協議会及び市町村協議会(次条及び第五条第一項において「協議会」という。)の委員の定数は、条例で定める。

(委員の任期)
第四条 協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
(会長)

第五条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。
二 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代行する。
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東京都国民健康保険運営協議会条例
（設置）
第一条 国民健康保険事業の運営に関する事項を審議させるため、国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号)第十一条第一項の規定に基

づき、知事の附属機関として、東京都国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)を置く。
（所掌事項）
第二条 協議会は知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議して答申する。
一 国民健康保険事業費納付金の徴収に関すること。
二 国民健康保険運営方針の作成に関すること。
三 前二号のほか、国民健康保険事業の運営に関すること(東京都が処理する事務に係るものに限る。)。

（組織）
第三条 協議会は、次に掲げる者につき知事が委嘱する委員二十一人をもって組織する。
一 被保険者を代表する委員 六人
二 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 六人
三 公益を代表する委員 六人
四 被用者保険等保険者(高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法律第八十号)第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をい
う。)を代表する委員 三人

（会長の設置及び権限）
第四条 協議会に会長を置き、会長は委員が互選する。
2 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
3 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長の職務を代理する。
（招集）
第五条 協議会は、知事が招集する。
（定足数及び表決数）
第六条 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。
2 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
（委任）
第七条 この条例の施行について必要な事項は、知事が定める。

附 則
（施行期日）
1 この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
（東京都国民健康保険委員会条例の廃止)）
2 東京都国民健康保険委員会条例(昭和二十八年東京都条例第三十六号)は、廃止する。

附 則(平成二九年条例第八七号)
 この条例は、平成三十年四月一日から施行する。
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東京都国民健康保険運営方針の概要

第１章 方針策定の趣旨
○策定の目的

都と区市町村が一体となって、国民健康保険に関する事務を共通認識の下で実施するとともに、安定的な財政運営及び区市町村が担う国保事業の広
域化・効率的を推進する。
〇根拠：国民健康保険法第82条の2
〇対象期間：令和６年4月～令和12年3月

第２章 国民健康保険制度の意義と保険者が果たすべき役割
・国保制度は、被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度であり、国民皆保険制度の基礎をなすものである。
・保険者である都道府県及び区市町村は、国保制度の安定的な運営の確保及び被保険者の健康保持に向けて取り組む。

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し
○財政収支の改善に係る基本的な考え方
・決算補填等を目的とする法定外繰入等（解消・削減すべき赤字）の計画的・段階的な解消が図られるような取組が必要
〇赤字解消・削減の取組
・解消・削減すべき「赤字」は、「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」と「繰上充用金の増加額」の合計額
・赤字の解消・削減に当たっては、区市町村それぞれの事情を勘案し、医療費適正化収納率向上に取り組むとともに、計画的な保険料（税）率の見直

しが必要
・赤字が発生している区市町村については、赤字解消の目標年次を定めた上で、医療費 適正化、適正な保険料（税）率の設定等、計画に定めた赤字

削減に向けた具体的な取組を実施
・都は、「区市町村国保財政健全化計画」及び法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、公表するほか、各区市町村の決算状況に基づく分析

を行うなど解消・削減すべき赤字要因の分析や対策の整理、必要な助言
・都全体における赤字解消目標年次を設定（未解消自治体数を令和８年度末に35区市町村、令和11年度末に18区市町村を目指す。）
〇財政安定化基金の運用

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項
〇納付金及び標準保険料率の基本的考え方
・将来的には保険料水準の平準化を目指していくが、都内区市町村では医療費水準や保険料（税）収納率の差異があるため、直ちに完全統一の保険料

水準を目指すのは困難
・今後、医療費適正化や収納率向上を推進していくとともに、保険料水準の平準化を図っていく
・まずは、納付金算定において医療費水準等を反映せず、各区市町村の所得水準と被保険者数のみを用いることとすることに取り組む。
〇納付金の算定方法
・納付金算定において、令和６年度から医療費指数反映係数α（現状α＝１）を段階的に引き下げるとともに、個別事情による納付金調整について共

同負担化し、令和12年度までにα＝０とする納付
金ベースにおける統一を目指す

・所得係数は都の所得水準に応じた値とする
・αの引き下げ等納付金の算定方法を変更することにより、影響を受ける区市町村が想定されるため、αを段階的に引き下げるとともに、納付金ベー

スの統一までの間、都繰入金を活用した経過措置を実施
・緩和措置に活用した都繰入金と同額を区市町村の納付金負担に対して支援（令和６年度から令和11年度までの時限措置）
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〇標準的な保険料算定方式
・区市町村において採用されている方式を勘案し、二方式（賦課すべき総額を所得割、被保険者均等割によって按分）とする。
・各区市町村の応能割（所得割）と応益割（均等割）は「当該区市町村の所得係数：1」として算定
〇標準的な収納率
・区市町村ごとに直近の収納率実績を用いて毎年度設定。

第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項
○現年分収納率
・全国平均以上の収納率を目標に設定
〇目標収納率
・区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標設定
・最も高い収納率の区分の場合は維持することを目標
〇収納率向上対策の推進
・国保制度の維持及び被保険者間の負担の公平性の確保の観点から、保険料（税）の確保は重要であり区市町村は被保険者の状況に応じてきめ細かく

対応
・都は、研修内容の充実・体系化、徴収指導員による実地支援の充実、効果的な取組の横展開等や業務のデジタル化等を支援

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項
〇レセプト点検の充実強化
〇柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術に係る療養費の支給適正化
〇海外療養費の支給適正化
〇第三者行為に係る求償事務等の取組強化
〇高額療養費の多数回該当の取扱い
〇都道府県による保険給付の点検、事後調整

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項
〇都は、第四期東京都医療費適正化計画等に掲げる関連施策との整合性を図り、都内全体の健康水準の向上や医療費適正化に資する取組を進める。
〇保健事業実施計画（データヘルス計画）推進
〇特定健診・特定保健指導の推進
〇生活習慣病発症・重症化予防の取組の推進
〇加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組
〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進について
〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の推進

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項
○保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関係施策との連携
〇国保データベース（ＫＤＢ）システム等情報基盤の活用

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

〇事務の標準化

〇事務の効率化に向けた検討

第10章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等
〇国保連携会議の開催
〇広報・普及啓発活動
〇ＰＤＣＡサイクルの実施

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項
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令和５年度被保険者総数、前期高齢者加入率

No. 区市町村名
一般被保険者数

・年度平均
（人）

前期高齢者数
・年度平均

（人）

前期高齢者加入率
（％）

No. 区市町村名
一般被保険者数

・年度平均
（人）

前期高齢者数
・年度平均

（人）

前期高齢者加入率
（％）

1 千代田区 10,354 2,446 23.6% 24 八王子市 112,757 45,088 40.0%
2 中央区 26,626 6,419 24.1% 25 立川市 34,587 12,571 36.3%
3 港区 49,282 11,073 22.5% 26 武蔵野市 26,535 9,157 34.5%
4 新宿区 86,170 16,834 19.5% 27 三鷹市 34,752 11,652 33.5%
5 文京区 38,385 11,135 29.0% 28 青梅市 27,883 12,814 46.0%
6 台東区 44,056 11,084 25.2% 29 府中市 47,350 17,071 36.1%
7 墨田区 50,668 15,735 31.1% 30 昭島市 22,063 9,264 42.0%
8 江東区 86,546 30,630 35.4% 31 調布市 42,406 14,310 33.7%
9 品川区 64,771 21,314 32.9% 32 町田市 79,664 31,468 39.5%
10 目黒区 51,064 13,872 27.2% 33 福生市 13,535 4,843 35.8%
11 大田区 117,994 42,308 35.9% 34 羽村市 10,835 4,404 40.6%
12 世田谷区 168,417 48,639 28.9% 35 瑞穂町 7,530 3,105 41.2%
13 渋谷区 48,457 10,778 22.2% 36 あきる野市 17,118 7,160 41.8%
14 中野区 71,706 17,372 24.2% 37 日の出町 3,451 1,655 48.0%
15 杉並区 109,098 31,605 29.0% 38 檜原村 553 286 51.7%
16 豊島区 67,081 14,950 22.3% 39 奥多摩町 1,169 657 56.2%
17 北区 68,258 22,146 32.4% 40 日野市 32,202 13,122 40.7%
18 荒川区 43,796 13,311 30.4% 41 多摩市 28,909 12,466 43.1%
19 板橋区 108,040 35,040 32.4% 42 稲城市 15,407 5,979 38.8%
20 練馬区 128,927 41,552 32.2% 43 国立市 14,561 5,369 36.9%
21 足立区 133,489 42,911 32.1% 44 狛江市 15,505 5,372 34.6%
22 葛飾区 87,789 29,902 34.1% 45 小金井市 21,049 7,766 36.9%
23 江戸川区 116,993 36,992 31.6% 46 国分寺市 22,016 8,099 36.8%

47 武蔵村山市 14,985 5,535 36.9%
（出典）　東京都「令和５年度　国民健康保険事業状況」 48 東大和市 16,507 6,631 40.2%

49 東村山市 29,780 11,598 38.9%
50 清瀬市 14,744 5,588 37.9%
51 東久留米市 22,809 9,214 40.4%
52 西東京市 38,348 14,098 36.8%
53 小平市 35,635 13,070 36.7%
54 大島町 2,004 885 44.2%
55 利島村 81 28 34.6%
56 新島村 708 354 50.0%
57 神津島村 685 258 37.7%
58 三宅村 544 276 50.7%
59 御蔵島村 91 30 33.0%
60 八丈村 2,224 954 42.9%
61 青ケ島村 35 15 42.9%
62 小笠原村 879 166 18.9%

2,589,863 840,426 32.5%
1,777,967 528,048 29.7%
811,896 312,378 38.5%

東京都
特別区
市町村
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令和５年度一人当たり医療費、一人当たり旧ただし書き所得、一人当たり保険料

No. 区市町村名
一人当たり
医療費（円）

一人当たり
旧ただし書き所得

（千円）

一人当たり
保険料（円）

No. 区市町村名
一人当たり
医療費（円）

一人当たり
旧ただし書き所得

（千円）

一人当たり
保険料（円）

1 千代田区　　　　　　 354,649 2,655 157,329 24 八王子市　　　　　　 384,345 799 104,209
2 中央区　　　　　　　 337,910 1,685 145,142 25 立川市　　　　　　　 375,759 958 94,493
3 港　区　　　　　　　 336,670 2,648 147,423 26 武蔵野市　　　　　　 375,471 1,728 103,607
4 新宿区　　　　　　　 299,154 1,047 112,970 27 三鷹市　　　　　　　 370,934 1,233 97,403
5 文京区　　　　　　　 358,736 1,551 134,268 28 青梅市　　　　　　　 395,503 745 84,350
6 台東区　　　　　　　 344,267 1,016 119,899 29 府中市　　　　　　　 374,795 1,054 76,010
7 墨田区　　　　　　　 381,809 889 115,254 30 昭島市　　　　　　　 387,832 786 82,794
8 江東区　　　　　　　 409,660 962 115,042 31 調布市　　　　　　　 370,995 1,147 95,755
9 品川区　　　　　　　 397,155 1,268 131,126 32 町田市　　　　　　　 393,465 904 97,094
10 目黒区　　　　　　　 359,831 1,610 144,114 33 福生市　　　　　　　 343,101 728 72,707
11 大田区　　　　　　　 423,516 1,146 122,352 34 羽村市　　　　　　　 380,602 785 82,904
12 世田谷区　　　　　　 348,720 1,579 138,806 35 瑞穂町　　　　　　　 364,004 865 77,409
13 渋谷区　　　　　　　 330,565 2,288 149,704 36 あきる野市　　　　　 379,588 784 85,291
14 中野区　　　　　　　 319,020 1,056 120,420 37 日の出町　　　　　　 430,934 686 77,917
15 杉並区　　　　　　　 337,627 1,257 129,087 38 檜原村　　　　　　　 406,190 670 63,586
16 豊島区　　　　　　　 289,745 964 111,936 39 奥多摩町　　　　　　 435,121 547 69,364
17 北　区　　　　　　　 377,991 865 108,297 40 日野市　　　　　　　 405,790 1,040 88,969
18 荒川区　　　　　　　 377,261 825 107,424 41 多摩市　　　　　　　 384,980 928 86,106
19 板橋区　　　　　　　 371,195 918 110,578 42 稲城市　　　　　　　 375,076 1,147 89,064
20 練馬区　　　　　　　 367,293 1,067 120,000 43 国立市　　　　　　　 373,458 1,266 85,925
21 足立区　　　　　　　 393,138 822 107,340 44 狛江市　　　　　　　 358,285 1,141 93,027
22 葛飾区　　　　　　　 395,134 847 107,035 45 小金井市　　　　　　 368,937 1,290 102,492
23 江戸川区　　　　　　 386,031 871 118,424 46 国分寺市　　　　　　 367,924 1,263 95,772

47 武蔵村山市　　　　　 397,199 740 86,867
48 東大和市　　　　　　 372,967 825 101,897
49 東村山市　　　　　　 400,307 869 92,931
50 清瀬市　　　　　　　 388,241 922 81,701
51 東久留米　　　　　　 389,245 974 92,466
52 西東京市　　　　　　 372,617 1,074 86,924
53 小平市　　　　　　　 375,600 1,026 87,308
54 大島町　　　　　　　 448,094 677 84,419
55 利島村　　　　　　　 228,555 616 52,272
56 新島村　　　　　　　 433,751 837 76,952
57 神津島村　　　　　　 322,344 968 128,358
58 三宅村　　　　　　　 545,754 612 80,024
59 御蔵島村　　　　　　 362,281 743 52,110
60 八丈町　　　　　　　 353,312 681 89,981
61 青ヶ島村　　　　　　 392,608 943 122,657
62 小笠原村　　　　　　 255,242 909 83,121

370,141 1,119 112,686
364,942 1,180 122,031
381,529 987 92,220

東京都
特別区
市町村

※東京都「令和５年度国民健康保険事業状況年報」及び厚生労働省「令和５
年度国民健康保険実態調査」より東京都作成
　・一人当たり医療費は、一般被保険者の費用額計を年間平均一般被保
　険者数で除して算出
　・一人当たり旧ただし書き所得は、「令和５年度国民健康保険実態調査」
　より作成（令和４年所得）
　・一人当たり保険料は、一般被保険者の保険料調定額（介護分除く）を
　年間平均一般被保険者数で除して算出
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令和５年度保険料収納率
（％） （％）

No. 区市町村名 保険料収納率 No. 区市町村名 保険料収納率
1 千代田区　　　　　　 93.72 24 八王子市　　　　　　 96.41
2 中央区　　　　　　　 90.85 25 立川市　　　　　　　 93.42
3 港　区　　　　　　　 87.17 26 武蔵野市　　　　　　 94.78
4 新宿区　　　　　　　 84.21 27 三鷹市　　　　　　　 96.20
5 文京区　　　　　　　 94.78 28 青梅市　　　　　　　 92.28
6 台東区　　　　　　　 88.20 29 府中市　　　　　　　 94.56
7 墨田区　　　　　　　 89.36 30 昭島市　　　　　　　 94.77
8 江東区　　　　　　　 91.75 31 調布市　　　　　　　 93.96
9 品川区　　　　　　　 92.41 32 町田市　　　　　　　 96.02
10 目黒区　　　　　　　 93.90 33 福生市　　　　　　　 92.44
11 大田区　　　　　　　 90.12 34 羽村市　　　　　　　 95.83
12 世田谷区　　　　　　 90.74 35 瑞穂町　　　　　　　 92.28
13 渋谷区　　　　　　　 89.80 36 あきる野市　　　　　 95.87
14 中野区　　　　　　　 88.21 37 日の出町　　　　　　 96.39
15 杉並区　　　　　　　 90.15 39 檜原村　　　　　　　 99.45
16 豊島区　　　　　　　 88.97 40 奥多摩町　　　　　　 99.08
17 北　区　　　　　　　 88.08 42 日野市　　　　　　　 94.81
18 荒川区　　　　　　　 92.73 44 多摩市　　　　　　　 95.79
19 板橋区　　　　　　　 89.72 45 稲城市　　　　　　　 97.37
20 練馬区　　　　　　　 93.80 46 国立市　　　　　　　 97.71
21 足立区　　　　　　　 88.79 47 狛江市　　　　　　　 97.64
22 葛飾区　　　　　　　 89.11 48 小金井市　　　　　　 97.23
23 江戸川区　　　　　　 90.54 49 国分寺市　　　　　　 96.81

51 武蔵村山市　　　　　 93.12
（出典）　東京都「令和５年度国民健康保険 52 東大和市　　　　　　 96.85
　　　　　事業状況」 53 東村山市　　　　　　 92.93

54 清瀬市　　　　　　　 95.67
55 東久留米市　　　　　　 94.91
57 西東京市　　　　　　 94.73
58 小平市　　　　　　　 95.22
59 大島町　　　　　　　 94.36
60 利島村　　　　　　　 100.00
61 新島村　　　　　　　 94.86
62 神津島村　　　　　　 99.72
63 三宅村　　　　　　　 94.30
64 御蔵島村　　　　　　 100.00
65 八丈町　　　　　　　 96.48
66 青ヶ島村　　　　　　 100.00
67 小笠原村　　　　　　 96.07

91.52
90.20
95.34

東京都
特別区
市町村
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一人当たりの一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（令和５年度速報値）
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（円）

繰入なし

ー 5,000円以上

ー 1,000円以上～5,000円未満

ー 1,000円未満

（出典）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ

※ 市町村数でみると、約９割の自治体は繰入を行っていない。繰入金額合計でみると、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の市区町村の合
計が全体の８割以上（東京都︓59%、埼玉県︓11％、千葉県7％、神奈川県︓7%）を占めている。
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法定外一般会計繰入の状況（令和５年度）

（注１）保険料の収納不足のため、高額療養費貸付金
（注２）保険料（税）の負担緩和を図るため、地方単独の保険料（税）の軽減額、任意給付に充てるため
（注３）保険料（税）の減免額に充てるため、地方単独事業の医療給付費波及増等、保健事業費に充てるため、直営診療

施設に充てるため、納税報奨金（納付組織交付金等）、基金積立、返済金、その他
（注４）端数の関係上、合計が一致しない場合がある。

※ 令和５年度国民健康保険（市町村国保）の財政状況（厚生労働省）等より作成

項目
一般会計繰入金
（法定外）合計

決算補填等目的分計＝「解消すべき赤字」
決算補填等以外の
目的分計（注３）決算補填目的

のもの（注１）
保険者の政策に
よるもの（注２）

過年度の赤字に
よるもの

全国 金額（億円） 1,976 120 1,077 24 1,220 756

東京都 金額（億円） 816 19 688 6 713 103
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○糖尿病性腎症重症化予防の取組状況（令和６年８月現在）

○保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定状況 （令和７年４月現在）

都内区市町村の医療費適正化の取組状況

区市町村数

策定済 ６２

策定中・未策定 ０

受診勧奨 保健指導

実施している ６０ ５９

今後実施予定 ０ ０

予定なし ２ ３

○加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組状況（令和６年１２月現在）

区市町村数

重複・多剤投与を対象とした事業実施 ４８

【令和７年度保険者努力支援制度（取組評価分・市町村分）による】
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後発医薬品の使用割合（令和６年９月診療分）

No. 区市町村名 使用割合（数量シェア） No. 区市町村名 使用割合（数量シェア）

1 千代田区 72.7% 24 八王子市 83.2%
2 中央区 74.1% 25 立川市 84.4%
3 港区 69.9% 26 武蔵野市 77.4%
4 新宿区 77.7% 27 三鷹市 80.8%
5 文京区 75.7% 28 青梅市 86.6%
6 台東区 80.2% 29 府中市 82.4%
7 墨田区 80.4% 30 昭島市 84.5%
8 江東区 81.0% 31 調布市 81.2%
9 品川区 79.0% 32 町田市 83.7%

10 目黒区 76.4% 33 小金井市 77.1%
11 大田区 80.0% 34 小平市 82.7%
12 世田谷区 76.6% 35 日野市 84.7%
13 渋谷区 75.1% 36 東村山市 83.8%
14 中野区 79.2% 37 国分寺市 80.0%
15 杉並区 76.8% 38 国立市 79.1%
16 豊島区 78.6% 39 西東京市 83.3%
17 北区 79.2% 40 福生市 86.7%
18 荒川区 79.8% 41 狛江市 78.8%
19 板橋区 81.6% 42 東大和市 86.0%
20 練馬区 80.5% 43 清瀬市 83.5%
21 足立区 83.2% 44 東久留米市 83.7%
22 葛飾区 83.3% 45 武蔵村山市 86.1%
23 江戸川区 80.8% 46 多摩市 82.4%

47 稲城市 84.0%
48 あきる野市 87.8%
49 羽村市 83.4%
50 瑞穂町 87.9%
51 日の出町 87.4%
52 檜原村 86.0%
53 奥多摩町 89.9%
54 大島町 81.4%
55 利島村 86.7%
56 新島村 88.5%
57 神津島村 93.4%
58 三宅村 87.5%
59 御蔵島村 85.6%
60 八丈町 86.2%
61 青ケ島村 75.2%
62 小笠原村 77.5%

80.6%

※保険者別の後発医薬品の使用割合（令和６年９月診療分）（厚生労働省）より作成

東京都

11


